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論 文 要 旨       

 

所属ゼミ 村上裕太郎研究会 学籍番号 ８１０３０６５５ 氏名 徐 于雯 

（論文題名） 

企業の外部委託が費用削減に与える影響 

（内容の要旨） 

 

21 世紀の世界はグローバル化が加速しており、市場のグローバル化、事業の多角化といっ

たキーワードは、常に今日の経営課題の上位に挙げられている。そのようなグローバルな競争環

境の中で、経営者たちは、コスト削減が更に重要な課題になると考えている。 

 

企業外部委託とは、自社業務の一部を外部の企業などに委託することである。専門的なスキ

ルが必要で人材育成や設備投資に手間やコストが掛かる部分を、外部委託することで、企業は本

業やコア事業に集中して、同時にコストの削減を図ることが可能となる。ビジネスのグローバル

化とともに、コスト削減・人材不足の解消を目的に大手企業は海外外部委託の利用に積極的にな

っている。 

 

しかしながら、Tomiura（2005）によると、日本のメーカーにおいて、国内外問わず外部委

託を利用しているメーカーは、僅か 3％しかいないと報告されている。現状、実際のコスト削減

効果などに疑問があるという見方から、日本国内の製造業における外部委託は重要性を増してい

るとは言っても、活用に踏み切れていない日本企業は多い。そこで本研究では、「企業が外部委

託をすることにより、製造原価削減ができるのか」、ということを問題意識とし、財務データを

用いてこの仮説を実証的に検証する。また、産業別の推計も行い、各産業において製造原価を最

小にする外注加工費の割合を求める。 

 

分析の結果、次のことがわかった。日本国内製造業は外部委託の利用により、費用削減の効

果があることが部分的に証明された。ただし、業種別で外部委託と製造原価との関連性を追加分

析したところ、外部委託の費用削減効果は業界によって異なることがわかった。このことは、全

ての業種において、必ずしも外部委託が製造原価の削減に貢献するとは限らないということを示

唆しているまた、製造原価を最小にする外注加工費比率の分析から、各業種によってこの比率は

異なり、現状過大あるいは過小となっている業種が存在することがわかった。 

以上。 
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１. 序論 

１．１ 研究背景 

企業外部委託とは、自社業務の一部を外部の企業などに委託することである。専門

的なスキルが必要で人材育成や設備投資に手間やコストが掛かる部分を、外部委託する

ことで、企業は本業やコア事業に集中して、同時にコストの削減を図ることが可能とな

る。ビジネスのグローバル化とともに、コスト削減・人材不足の解消を目的に大手企業

は海外外部委託の利用に積極的になっている。例えば、中国、インド、ベトナム、タイ

などの海外のアウトソーサー（外部委託を行う事業者）に委託する場合も増えている。

IT media (2008)1は、世界の外部委託市場は堅調な成長を続けており、成長率は 8.1%と

発表した。このような観点から、外部委託市場は成熟市場を中心に浸透していると考え

られる。日本において外部委託が注目されるようになった背景として、バブル崩壊によ

る経済成長の鈍化やグローバル化の流れが考えられる。日本のメーカーは、競争優位性

の確保、激しい競争環境の中での事業継続のために、コスト圧縮、品質向上、競争力向

上に力を注いだ。 

このように、企業の国際的競争力の補強、コア事業への経営資源の集中のため、戦

略的目標を達成するための方法としての外部委託の利用が行われ、市場拡大を生み出す

背景となったと考えられる。田辺(1998)によると、通商産業省は外部委託市場の成長に

ついて、以下の 7つの要因があると述べている。1つ目の要因は「景気鈍化等による売上

の伸びの鈍化とコスト増への対応」である。具体的には、リストラクチャリング・リエ

ンジニアリングの推進、景気変動などにフレキシブルに対応するための固定費の変動費

化、バブル期に肥大した管理・事務部門の圧縮、ホワイトカラー層の圧縮がその対応策

として考えられるとしている。また、2つ目の要因としては、「グローバルなメガ・コン

ペティションに対応するための効率経営傾向」である。3つ目に「企業経営の高度化・専

門家、技術革新、業務の複雑化などに対応するための外部資源の有効活用」である。4つ

目に「急速な情報化の進展に、自社だけでは対応不可能であること」である。5つ目に「限

られた資源を有効かつ効率的に活用するための、競争力のある部門(コア業務)への経営

資源の集中的な投入である。6つ目に「アメリカにおける外部委託戦略の成功」である。

そして最後に「外部委託の多様化、高度化、専門家、量的増加」である。 

 

 

                                                 
1
 2008 年 1 月 10 日 IT media リサーチ, 「世界外部委託市場、2008 年は 8.1％成長の見通し」 
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米 Apple社 iPhone4 16G の例 

近年、電子機器受託サービス（以下 EMS）の利用において注目を集めたのが、米大

手企業 Apple 社が台湾の Foxconn 社をはじめとする電子機器受託サービス企業を利用

していることである。 日経 BP(2008)2によると、米 Apple社は、製造ラインの一部分

の業務を委託することで、iPhone4の製造コストを抑制し、高いマージンが得られたこ

とが話題になったという。 

図表 1.1は Iphone4 16Gの製造活動にかかるコストを示しており、iPhone 4 16 Gの

コスト構成が分かる。スマートフォン 1 台あたり原価の中身は、ほとんど外部仕入から

構成されている。仮に、図表 1.2 に示したように赤い部分が製造活動に係るコストとす

ると、米 Apple社は設計と販売だけの活動を行っている。「部品納入」が外部調達で、「組

立」が業務委託を使用している。ここで、注目したいのが電子機器受託サービス業界に

外部委託している組立の部分である。 

iphone を発売して以来、受注量が年々増加しているため、生産設備を投入するはず

である。しかし、実際に米 Apple社の B/Sおよび P/Lの比例縮尺(図表 1.3)を見ると、製

造業における固定資産の割合が尐ないことから、外部委託の役割が恐らく重要だと考え

てられる。 

Operations Buzz (2010)によると、iPhone4 16Gは 1台当たり Assembly costが 6.5

ドルであり、競合より競争力のある価格で(図表 1.4)で生産することができていると言う。

つまり、組立部分は他社より低い価格で生産していることから、自社生産より外部委託

を利用した方がコスト削減できることを予測できる。電子機器受託サービスの活用によ

り、専門的に生産委託することで、製品とサービスの革新、製造工程とパフォーマンス

が上がったのである。 

米 Apple 社の例を見て、外部委託の利用により、コストを抑えられることで、更に

商品の付加価値面に注力し、収益性を向上させることができると考えている。 

                                                 
2
  日経 BP 社「巨大 EMS 企業 Hon Hai」、2008 年 7 月 17 日 
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図表 1.1 iPhone4 16G サプライン チェーン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所: Operations Buzz 2010 

 

 
 

 

 

図表 1.2  iPHONE4 16G バリューチェーンの仮想 

 

 

 

出所：筆者作成  

 

     ↓ 
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図表 1.3 アプルの B/S,P/L の比例縮尺 

出所: 日経 BP社3  

 

 

 

 図表 1.4 スマートフォン各社の外部委託価格 

 

 

 

 

 

出所:筆者作成 

原典:Operations Buzz 2010 

 

 

                                                 

3出所：日経 BP 社 2010 年 3 月 16 日

http://business.nikkeibp.co.jp/article/manage/20100305/213172/?P=1 

(US$) Cost of Parts Assembly cost Total Cost

Apple I phone 187.5 6.5 194

Nokia N8 187.5 9.5 197

Motorola　Driod 179.1 8.6 187.7

Blackberry　Torch 171.1 12 183.1
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１．２ 製造業における外部委託 

製造業における外部委託をはじめとするアウトソーシング･サービスは、国内･海外

を問わず、企業が川上（製造業での原材料調達）から川下（販売）までにいたるサプラ

イチェーンフローの一部を外部の企業に委ねることで、製造原価に直接影響するコスト

を削減することにより、効率的な生産活動を行うことを目的としたものである。また、

外部委託の活用により、経営環境の変化への高い対応力の強化、そして業務の選択と集

中を行うことができると言われている。 

１．３ 日本国内製造委託の重要性 

平成 20年度における、日本全体の外部委託が増えたことを図表 1.7で説明している。

特に、本研究で注目している製造業における、製造委託を行った企業比率は平成 18年度

と比べ、平成 21 年 15.7%ポイントに増加した。一方、外部委託を行っていない比率は

16.2％ポイントに低減したことが分かった。これらの資料によると、外部委託利用の増

加と共に、外部委託の重要性が増大しつつあると考えられる。 

21 世紀の世界はグローバル化が加速しており、これから市場のグローバル化、企業

の事業拡大といったキーワードは、常に今日の企業課題の上位に挙げられている。経営

者たちは、コスト削減が更に重要な課題になると考えている。 

図表 1.6 産業別外務委託状況 

 

出所：経済産業局平成 22年企業活動基本調査報告書- 平成 21年実績4 

                                                 
4
経済産業省 2010 年経済産業局平成 22 年企業活動基本調査報告書ー平成 21 年実績 

（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kikatu/result-2/h22kakuho.html）。 
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２．問題意識 

本論文に至った問題意識として、「企業が外部委託をすることにより、財務上低コ

ストが貢献できるのか」ということがある。 

中小企業金融公庫調査部（2004）における調査結果によると、日本での外部委託利用の

主な理由は「コスト削減」であるとしている。また、村上（1999）では、製造業にとっ

て、専門性の向上、コスト削減、業務のスピード向上といった外部委託のメリットが紹

介されている。前述したように、これまで行われてきた研究・調査は、事例研究、イン

タビュー及びアンケートによると、外部委託利用の主要な目的はコスト削減であるとい

われている。しかしながら、現状、実際のコスト削減効果などに疑問があるという見方

から、活用に踏み切れていない日本企業は多い。Tomiura（2005）によると、日本のメー

カーにおいて、海外外部委託を利用しているメーカーは、僅か 3％しかいないと報告して

いる。そのため、日本国内製造業における外部委託の重要性が増加しているとは言って

も、経営戦略を判断する際、メリットが尐ない可能性が考えられる。そこで本研究では、

2つ目の問題意識として「製造企業の外部委託が製造原価の削減に寄与するのか」を検証

する。 

図表 2.1 自社生産とアウトソーシング損益分岐点の比較 

  出所:日経 BP社 

図表 2.1 は、同等製品を製造する国内企業 2 社の比較を示している。左側は全て自

社生産を行っているメーカーであり、右図は外部委託を利用し委託生産を行っているメ

ーカーである。図表 2.1 では、それぞれの損益分岐点を示している。両社とも、変動費

（Variable cost = VC）、収益（Revenue = R）は同等条件の下で比較している。また右

図では、自社内での生産によって発生する間接諸経費が含まれていない。外部委託を利

用している右図の企業の方が、左図と比べ低い固定資産および経費での事業遂行が可能
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となっていることが分かる。しかし、外部委託につれて外注費と製造原価削減との関連

性についてフォーカスしている研究は尐ない。生産部門において、外部委託により生み

出された直接経費（外注費）は、固定費より高い可能性も考えられる。経営判断の指標

とするためには、実際企業にとって自社生産よりも外部委託を利用する方が製品 1 個当

たり製造原価を低く抑えることができるかどうか検証によって明らかにする必要がある

と考えている。さらに 3つ目の問題意識として、「企業や産業特性にとって外部委託の効

果は異なるのか」ということがある。 

近藤他（2003）の製造業の外部委託実態調査によると、500社を抽出して有効回答数

は 101社のうち、外部委託企業が 75％である。外部委託理由については 65％の企業がコ

スト削減と回答している。このことから、25%の企業は外部委託を行なっておらず、さら

に外部委託を行なっている企業のうち、35%はコスト削減と異なる理由であることがわか

る。したがって、企業や、産業特性によって、外部委託の効果が異なるということを考

えている。 

３. 研究目的 

日本国内の製造業において外部委託を利用することにより、実際により低コストを

実現できるのかを明らかにしたい。日本国内の製造業のみを研究対象にし、生産部門に

おける外部委託を中心とする。研究手順としては、これまでに行われてきた定性情報（外

部委託の研究・調査、事例研究、新聞記事のまとめ）を踏まえながら、生産部門向けの

外部委託を再定義する。また、東証一部（日経）、東証二部（日経）、ジャスタック上場

企業の公開財務データを用いて、企業の費用関数（Cost Function）を推計する。そこで、

外部委託の利用が企業の製造原価に与える影響を分析する。具体的には、単体の財務デ

ータに製造原価と製造原価明細書内の外注加工費を取り上げ、外部委託の利用が有意に

企業の製造原価を引き下げているかを検証する。また、仮説モデルを基ついで、外部委

託の最適比率を求める。 

次に、外部委託のコスト削減効果が業界によって異なるのかを明らかにしたい。日

経業種コードを用い、製造業を細分化する。業種別で外部委託と製造原価との関連性の

追加分析を行い、外部委託の費用削減効果が業界によって異なるのかを明らかにしたい。 
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４．先行研究 

外注利用について 

田辺（1998）によると、外部委託の役割は顧客の満足度を向上させ、効率的に業務

の流れを改善するための新しい経営手法である。特に、ファブレス企業が製造部門の全

てをアウトソーシングすることにより事業拡大に成功しているという。当研究には、例

として、テキサス州ダラスを基盤とするヘルスケア製品のメーカーTopsy Tail社が 1992

年から製造から販売までの業務全てにおいて外部委託を行っており、20 社以上の提携企

業と細かい外部委託を展開している。結局、コア・コンピタンスである R&D と販売戦略

に集中できており、年商 8 億ドルをあげている。つまり、直接売上に貢献しない間接部

門が全て外部委託されていることを示し、切り捨てた間接部門の費用をコア・コンピタ

ンスである営業活動に注力し、成功しているのである。ここで、製造部門において、外

部委託が経済的な不況を乗り越え、産業競争力向上のための戦略として、コスト削減に

重要な経営手法としていることが分かった。 

加藤(2005)では、従来の事業単位戦略では、規模の経済が働くパフォーマンス、生

産品質の確保、安定に供給するのために自社生産を行うが、その結果、標準型部品(成熟

部品)への過剰投資に偏ってリスクを招く因子を生じた。製造が容易で単純労働が殆どの

部品を内部生産し、固定費(直接労務費、固定資産の減価償却費等)が製造原価の中にか

なり割合大きいというように言われている。結局、経営環境の変化に伴い、受注量の不

安定な故で、償却できない膨大な固定費は製造原価が高くなったと考える。 

Tomiura(2005)によると、日本企業の海外外部委託の利用の是非は、3 つの要因で決

められているとしている。1つ目は、既定の市場参入コスト（Fixed Entry Cost）であり、

海外企業との契約であるが故の取引費用がこれに該当する。また、2つ目は、海外現地の

語学などの人的スキル豊かさである。近藤他(2003)によると、従来外部委託をして、コ

スト削減はできていない問題点があり、原因としてはコンミュニケーション不足という。

最後に 3 つ目は、海外ビジネス経験の有無である。海外でのビジネス経験のある企業に

とって、海外に対する文化的に詳しく、ネットワークを持つから、海外委託先への発注

をしやすくなる。 

電子機器受託サービス（EMS）について 

福田(2001)によると、EMSとは独自ブランドを持たず、複数のエレクトロクス・メー

カーからパソコンや携帯電話などの電子機器の製造を請け負う事業のことで、元々は米

国で始まった事業形態である。従来通り、大手電子機器メーカーから製造を受託すると
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ともに、最近では資本力の弱いニューベンチャー企業からも製造を受託し、規模を拡大

してきている。しかし、EMSは営業利益率が低いので、ブランド力が強い製造委託企業と

契約しないと、採算が取れる程の受注量が確保できず、利益も出づらいビジネスモデル

になっている。 

しかし、近年のように EMSが大きく成長してきた背景には、製造委託企業サイドがコス

トの削減や資産圧縮により、収益力の強化を図るとともに、経営資源を研究開発部門に

『選択と集中』型の投資を行ったことが挙げられ、製造部門の外部委託を積極的に進め

たことが、EMS業界の大きな成長要因として挙げられる。一般的に、EMSは部品を他社か

ら購入し、大量購買と大量生産によって規模の経済を活かしたコストメリットを追求し

ていると考えられるが、競争が激化した現在では EMSが、部品等の自社開発を積極的に

行い、コスト削減を行うことが要求されている。また、2008年度の世界的な原材料コス

トの上昇は、EMS/ODM 企業にもコスト意識をより強く意識づけた。このように、EMSは絶

えず競合他社とのコスト競争を進め成長してきており、現在のような経済環境下におい

てもより効率的な生産を達成するために日々改善を繰り返し、コスト削減を継続的に推

進する事で成長を続ける産業であると述べている。 

 

図表 4.1 EMSの範囲 

出所：日経 BP 
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外部委託利用と企業特徴について 

Tomiura(2005)によると、海外の外部委託を利用する傾向が強い企業は、高い生産性

を実現している。高い生産性を実現している企業の１つの特徴としては、労働集約的な

業種であり、当業種には皮革製品、ゴム製品、アパレル産業が海外外部委託の利用率が

高いことが検証された。一方、資本集約的な業種は、製品の付加価値が外部委託の利用

によって高まるわけではないため、利用が抑えられている。金属製品産業等の業種がそ

の例である。 

以上の特徴から見ると、労働力集約性が高い又は高い生産性を実現している業種に

おいて、外部委託が積極的に利用されていることを示唆している。ただし、この研究に

基づく結果は、3つの注意点がある。1つ目に、この調査対象に、ITの外部委託は含まれ

ていない。2 つ目に子会社への委託と外部の委託先への利用との区別はされていない。3

つ目に、当研究は企業間との委託契約から見る外部委託なので、市場調達が可能な部品･

標準品の購買は含まれていないと定義する。 

日本国内製造業における外部委託の状況について 

経済産業省における商工業実態調査(1998)によると、日本における 11万 8千 3百社

の全製造業企業の外部委託利用の有無を調査している。Tomiura(2005)はその調査をもと

に、それらの企業を「海外外部委託を利用する」、「国内外部委託を利用する」、「海外外

部委託を利用しない」、「国内外部委託を利用しない」の 4 つの組み合わせで 4 つのグル

ープに分類している。 

図表 4.2 海外･国内外部委託利用の企業数 

(企業数) 

 

 

 

 

 

出所：筆者作成  

原典：Tomiura(2005) 

 

 

（１）2,929 （２）234 

（３）55,032 （４）60,105 

国内外部委託 
を利用する 

国内外部委託 

を利用しない 

海外外部委託 

を利用する 

海外外部委託 

を利用しない 
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注目したいのは海外外部委託を利用している企業（(1)及び(2)の合計）が、全体で

ある 11 万 8 千 3 百に占める割合は 3％を下回っている。また、国内外で外部委託を利用

しない企業(4)で、国内外部委託を利用しない企業は、全業界の約 20％となっていること

がわかった。このような結果から、日本国内製造業において外部委託の利用は増加させ

る余地があることがわかる。 

外部委託の定義について 

外部委託に関して、花田（1996）では、企業にとって専門的なサービスを外の組織

に求めていくことにほかならないと定義する。西口（1996）は、あるまとまりを持つ主

要な契約の遂行に、部分的に貢献する契約と定義する。中小企業研究センター（1996）

によると、社内の必要ではあるが付加価値の低い業務を外部委託したり、自社にない機

能を外部の経営資源に求めることにより企業の機能を柔軟に組み替えるための戦略的な

経営手法であると述べている。 

また海外における外部委託の定義としては、次のようなものがある。  The 

Outsourcing Institute（1996）では、外部委託とは「規模の追求から専門分野追求へ」、

「統合からネットワークへ」、「低いコストから大きい価値へ」等、企業フォーカスを再

定義するためのツールであり、戦術的で短期的なものと、戦術的で長期的なものがある

と定義する。Sinderman(1995)によると、 外部委託は「ファジーで流動的である」とし

ている。それは短期的に極尐数の請負者やコンサルタントを雇うことから、数十～数百

人ものテンポラリースタッフを長期間使うような巨大サービス産業との契約まで含まれ

る。経営者たちが外部委託を語るとき、それは伝統的な購買からドラマティックな全社

的リストラまで全てを含むものであると定義する。ニッセイ基礎研究所(1996）によると、

外部委託とは、広く捉えるならば外部機能や資源の活用、企業が行う場合、従来内製化

していた機能を明確な戦略的目的を持って外部化することと定義する。 

以上、様々な外部委託に対しての解釈について、日米を問わず、社内の機能を補い、

柔軟性を高めるための手段という共通点があるとわかった。また、アメリカの外部委託

は、コストの削減のみならず、企業の付加価値を増大するための戦略的な手法として行

ってきたことも考えられる。 
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５．研究アプローチ 

５．１ 仮説 

本節では、「製造業における企業の外部委託が費用削減に与える影響」を考え、以下の 6

つの仮説を構築していく。 

仮説① 

「外部委託の増加により、従来自社生産の固定費を圧縮し、最終的に完成品の製品原価

を削減できる」 

経営環境の変化に伴い、受注量が不安定ななか、膨大な固定費によって製造原価が高く

なる。そこで、専門性を持つ委託先に外注することにより、設備の保有に伴う減価償却

費、労務費を削減できるようになると考える。言い換えると、外部委託は製造原価を低

く抑えることで、損益分岐点を自社生産の場合より下げることができる。近藤他(2003)

によると、日本国内製造業へのアンケート調査では、企業が外部委託の利用に踏み切っ

た際、実現できた削減率は約 5％～15％5に集中していることを明らかにしている。 

仮説② 

「外部委託をある程度まで増加させると、当期製造原価の削減効果がなくなり、逆に原

価を増加させる」 

外部委託の増加により、従来自社生産の固定費を圧縮し、最終的に完成品の製品原価が

削減できるが、ある程度まで外部委託比率を超えると、逆にコスト削減効果がなくなり、

コストが増加してしまう、という仮説をたてる。近藤他（2003）によると、アウトソー

シングに対する委託企業の不安として、「防犯、機密保持等の管理が不十分」、「サービス

品質の低下」、「自社のスキル低下」、「一旦アウトソーシングすると委託先の変更が難し

いのではないか」等の回答があがっている。このことからも、外部委託をすればするほ

ど望ましいという保証はなく、何らかの最適比率のようなものが存在するのではないか

と考える。 

仮説③ 

「総資産が増加すると、当期製造原価の削減効果がある」 

総資産の増加と共に、企業の規模が大きくなる。企業の生産部門に対して、規模拡大の

                                                 
5
平成 13 年 6 月から同 8 月末日まで、日本全国の製造業から 500 社を無作為抽出してアンケー

ト郵送方式の調査を実施した。有効回答数は 101 社で回収率は 20％であった。アウトソーシ

ングしている企業の割合は 75％の内、アウトソーシングに踏み切る際、実現した削減率は 5％

～15％に集中している。 
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ため生産能力が高まって、規模の経済が働く。そこで、最終的な製品の製造原価が低く

なると考える。 

仮説④ 

「有形固定資産が増加すると、当期製造原価が増加する」 

有形固定資産の増加につれて減価償却費や固定資産税等の間接費も増加することになる。

また、有形固定資産が増加すると景気変動による受注量の変化対応できず、製造原価の

固定費部分を削減できないことで、製品の製造原価が高くなると考える。 

仮説⑤ 

「手元流動性が高いほど，当期製造原価の削減効果がある」 

手元流動性が高いと交渉力が強いためである。原材料を仕入れる際、現金売買で行うこ

とで、値下げすることができるため、交渉力が強くなる。そのため、当期製造原価にお

ける直接材料費等を削減する効果があると考えている。 

仮説⑥「業種によって、費用削減効果が異なる」 

製造業といっても、業種によって生産活動は多種多様であるため、分析を業種によって

細分化する必要がある。細分化した結果、外部委託による費用削減の効果が異なると考

えている。 

 

５．２ 研究対象の定義 

本研究の研究対象としては、日本国内で上場している製造業を対象に、生産工程に

おける外部委託の業務についてである。そして、生産工程においては、直接に製造コス

トと関係する①製品の外部委託と②工程の外部委託業務を中心にフォーカスしたい。そ

こで、サプラインチェーンの外部委託における費用効果を検証する。具体的に、個別財

務データの製造原価明細書から、外部委託に伴う外注加工費を推計する。直接経費の内、

外注加工費の増加により、製品の当期製造原価を削減できるかどうかを明らかにする。

また、先行研究では、本来の外部委託の定義は範囲が幅広く、生産工程に関わらず、経

営活動に関する外部委託（例えば業務委託( Business Process Outsourcing, BOP )、IT

外部委託）も含まれているが、本研究では対象外とする。 
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図表 5.1 一般的に製造工程の外部委託フロー 

 

   出所：ACCESSNET,Inc.6 

 

５．３ データの出所 

【全業種の分析】 

研究対象とするサンプルは東証一部(日経)、東証二部(日経)、ジャスタック上場企業の

本決算における日本国内製造業のみ財務データである。 

財務データ：単体損益計算書、単体貸借対照表 

サンプルサイズ：7034（Firm year） 

【追加分析】 

日経業種コードにより、日本国内製造業を細分化する。16 産業別業種名は以下表通りで

ある。 

 

 

                                                 

6ACCESSNET,Inc. 

http://www.access-net.co.jp/file.html?path=69-4631-c022-223594e5328b73d27e 
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図表 5.2 16産業別業種名 

 

出所：筆者作成 

 

①電気機器 ②繊維 ③ゴム ④パルプ・紙 

⑤石油 ⑥鉄鋼 ⑦自動車・自動車部品 ⑧食品 

⑨医薬 ⑩化学工業 ⑪その他製造業 ⑫その他輸送機器 

⑬非鉄金属及び金属製品、 ⑭精密機器 ⑮機械 ⑯窯業 
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５．４ モデルの設定 

モデル設定に関して、被説明変数は日本国内製造業における当期製造原価とする。説明変数は当

期製造原価に関わる影響要因とする。 

本研究のリサーチ・デザインとして、以下の推計モデルを考える。 

 

図表 5.3変数の説明 

 対応変数 変数内容 

被説明変数 PC/TA 当期製造原価/期末総資産 

 OS/PC 
当期外注加工費/当期製造原

価 

 (OS/PC)2 (当期外注加工費/製造原価)2 

 RD/TA 当期研究開発費/期末総資産 

 W/L 

(当期直接労務費+当期人件

費)/期末総従業員 

(１人当りどのくらいコスト

をかける賃金率） 

 FA/TA 期末固定資産/期末総資産 

 IA/TA 
期末無形固定資産/期末総資

産 

 Cash/TA 
(期末現金+期末有価証券)/期

末総資産 

 Credit Side 当期買掛金/当期仕入高 

 PP/TA 
期首仕掛品/期末総資産 

(今期完成とする製品) 
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出所:筆者作成 

以上の変数説明について 3 点の注意点があります。まず、PC/TA、FA、IA、RD、PP の各変数は、

それぞれ期末総資産で割った。それは、規模をコントロールするためである。 

また、この研究対象に、IT、BPOの外部委託は含まれていない。更に子会社への委託と外部の委

託先への利用との区別はされていない。 

 

５．５ 符号の予測 

図表 5.7 予想される符号 

出所：筆者作成 

各説明変数の予想される符号を図表 5.7にまとめた。次に符号予想の根拠について説明する。 

 外注加工費率が上昇すれば、製造原価が低減するという負の相関となることを予想している。 

 最初は外部委託が増加すればするほど当期製造原価が下がるが、外部委託を増加しつつあり、

コスト削減の効果がなくなる可能性と考えている。変数 は負の相関と予想しているため、

符号は製造コストと正の相関となることを予想している。 

 LnTA Ln期末総資産 

 DUMMY Year(2000.3～2010.4) 

ダミー変数 

2000年 3月～2010年 3月ダミ

ー 

被説明変数の係数   予想される符号 

 - 

 + 

 + 

 - 

 - 

 - 
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 固定資産の保有数が増加すればするほど、製造コストに正の相関となることを予想している。

主な製品を自社生産する場合、工場、機械、設備の投資が必要と考えられる。そこで、固定資

産が存在している減価償却費の償却は当期製造原価に算入する。 

 期末手元流動資産を保有すればするほど、製造コストに負の相関となることを予想している。

原材料を仕入れる際、流動性高い資産を持っているほど、原材料費を抑えられる。つまり、交

渉力が強い。 

 買掛金の保有度が高ければ高いほど、製造コストに負の相関となることを予想している。仕

入先との信頼関係があることで、後払い、値引きを得られる。つまり、交渉力が強い。 

 総資産が増加すると、当期製造原価の削減効果がある。 

５．６ 最適比率と変曲比率 

 説明変数に外注加工費率の１次の項と 2次の項を入れているのは、製造原価が外注加工費率

に関して線形でない可能性を考慮しているためである。線形でない場合は、（2 次までを考えた

場合）それぞれの係数の符号によって、次に説明する最適比率か変曲比率が求まる。数学的には、

製造原価を外注加工費率について微分して＝0 とすることによって最適または変曲比率が

として求まる。すなわち、 

 

 

 

である。 

最適比率 

外注加工費率が有意に負の相関となり、かつ外注加工費率の 2乗の係数が有意に正の相関

になった場合、つまり変曲点が負から正になる場合に、ある程度の外部委託を増加させると、

コスト削減効果がなくなる可能性の考えを基づき、さらに最適比率を求める(図表 5.4)。 

変曲比率 

外注加工費率が有意に正の相関となり、かつ外注加工費率の２乗が有意に負の相関になった

場合、つまり、変曲点が正から負になる場合であるときに、外部委託が増加すればするほど、

当期製造原価コストが上がる可能性も考えられる。その際、変曲比率が存在すると考える。あ

る程度の外部委託を増加させると、コストの削減効果が効くようになる。そこで、変曲比率を

求める(図表 5.5) 。 
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図表 5.4 最適比率 

出所：筆者作成 

 

図表 5.5 変曲比率 

 

ここで、最適比率、変曲比率に関して、１つの前提を置く。その前提とは、外部委託に関して

情報漏えい等のリスクがないこと、すなわち、Welch and Nayak (1992) が提唱する生産技術の

製造原価 

外注加工費 

最適比率 

製造原価 

外注加工費 

変曲比率 
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戦略的･技術的要因を説明するための概念モデルにおける非コア部分に対応している。その概念

モデルは、①競争優位に対するプロセス技術の成熟度、②プロセス技術が競争優位に及ぼす重要

度、③その技術の競合との比較による技術位置の 3者の関係付けから外部委託をおこなう境界を

定義している(図表 5.6)。 

 

図表 5.6 プロセス技術ベースの戦略的 OSモデル 

 
 

出所:J.A Welch& P.R Nayak; STRATEGIC SOURCING: 

 A PROGRESSIVE APPROACHT TO THE MAKE-OR-BUY DECISION, 

    Academy of Management Executive, Vo1.6, No.1, p,27(1992.) 

 

 

５．７ 追加分析 

「企業や産業特性にとって外部委託の効果は異なるのか」という問題意識と「外部委託の

コスト削減効果が業界によって異なるのかを明らかにしたい」という研究目的を基づき、追加分

析を行う。そこで、図表 5.2の日経業種コードにより、日本国内製造業を細分化する。 
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６. 分析結果 

６.１ 全業界分析結果 

まず、本研究で最も重要な変数である外注加工費率と当期製造原価の関係であるが、負で有

意(5%水準)となっているので、「外注加工費率が大きいほど，当期製造原価を低減できる」とい

う仮説は支持された。次に、当期製造原価と外注加工費率の 2乗の関係であるが、正で有意(5%

水準)となった。したがって、「外部委託をある程度まで増加させると、当期製造原価の削減効果

がなくなり、逆に原価を増加させる」という仮説は支持された。以上の結果から見ると、国内製

造業における外部委託が企業の製造コストに削減効果があることを分かった。ただし、コスト削

減の限界があることも示している。ここで注目したいのは、最適比率である(図表 6.1)。 

図表 6.1 最適比率の計算 

 

 

 

 

 

出所：筆者作成 

計算した最適比率は約 25%である。これは、製造原価を最も削減できる外部委託比率が約 25%

であることを意味する。また、図表 6.2で、サンプルにおける記述統計量の外注加工費率の平均

値をみると、平均値は約 11%である。ということは、計算した最適比率と比較すると、まだ外部

委託の余地(約 13%ポイント)があることを示唆している。ただし、本研究の最適比率は、外部委

託による情報漏えいなどのリスクを考慮しない点に注意されたい。 

次に、有形固定資産と当期製造原価の関係であるが、モデルにおいて係数は正で有意(5%)

となっているので、「有形固定資産が増加すればするほど、当期製造原価が増加する」という仮

説は支持された。この推計結果は、企業が生産ための有形固定資産を保有するに伴い、減価償却

費がかさみ、当期製造原価に負担がかかるというような可能性を示唆している。 

次に、手元流動資産と当期製造原価の関係であるが、モデルにおいて負で有意(5%水準)とな

っているので、「手元流動資産が大きいほど，当期製造原価を低減できる」という仮説は支持さ

れた。また、買掛サイトと当期製造原価の関係であるが、モデルにおいて正で有意(1%水準)とな

 

最適比率： 
 

 /（2* ）*（-1） 

 

全業界最適比率： 
 

-0.314/2*0.624*（-1）=0.252 

≒25％ 
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っているので、「買掛サイトが長いほど、当期製造原価を削減できる」という仮説は支持されな

かった。 

次に、仕掛品（期首）の係数については、正で有意(5%水準)となった。したがって、「期首

未完成の製品が多いほど、当期製造原価が多くなる」という仮説は支持された。 

 

図表 6.2 全業界の分析結果 

出所:筆者作成 

 

図表 6.3 外注加工費率の平均値と標準偏差 

記述統計 

 平均値 標準偏差 N 

OS/PC 0.109 0.102 7034 

全業界         

  予測 係数 有意確率   

(定数)   1.590 .000 1.590*** 

OS/PC - -0.315 .000 -0.315*** 

(OS/PC)
2

  + 0.624 .001 0.624*** 

FA/TA + 0.076 .001 0.076*** 

IA/TA + -0.323 .358 -0.323 

RD/TA + -0.124 .322 -0.124 

W/L + 0.020 .000 0.020*** 

Cash/TA - -0.572 .000 -0.572*** 

CreditSide - 0.000 .065 0.000* 

PP/TA + 1.584 .000 1.584*** 

LnTA - -0.051 .000 -0.051*** 

N 7034       

調整済み R2 乗 .184       

(***P<0.01,**P<0.05,*P<0.1)  
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６．２ 16業種別の分析結果 

ここで注目したいのは、第一に、異なる業種により、外部委託費が当期製造原価に与える影

響が異なるかどうかを検証することである。第二に、外部委託費が当期製造原価削減に寄与して

いる業種について、外部委託費の最適比率を算出することである。第三に、外部委託が製造原価

を増加させている業種について、さらに外部委託を進めていくと費用削減に貢献するかどうかの

可能性を求める。これらの業種については、外部委託に関して規模の経済性があると考えること

ができる。第四に、特徴的な業種製薬業界について、詳しく考察する。まず、外注加工費率の係

数が 5%有意水準で負となった業種は電気機器、繊維、ゴム、パルプ・紙業界、1%有意水準で負

となった業種は石油、鉄鋼業界である。自動車･自動車部品、食品、非鉄金属及び金属製品は統

計的に有意ではないが、係数は負であることがわかった。したがって、全ての製造業において外

部委託が当期製造原価を削減するとは限らないことがわかった。 

また、次に外注加工費率の 2乗の係数を見てみる（図表 6.4、図表 6.5）。電気機器、繊維、

ゴム業界が 5%有意水準で正となっているが、他の業界は統計的に有意ではなかった。そこで、

最適比率を求めることができる業種は、電気機器、繊維、ゴム業界だということがわかった。そ

れぞれの業種における外部委託費率の平均値は、電気機器 13％、繊維 17％、ゴム 9%である。そ

して、分析から求めたそれぞれの最適比率は、電気機器 15％、繊維 41%、ゴム 11%であった。こ

の 3つの業種の平均値より最適比率のほうが高いことがわかった。したがって、前に述べた条件

のように、リスクなどの因子を考慮しない場合、現在より外部委託費を増加させれば、さらに製

造原価を削減できることを示唆している。 

次に、外部委託の規模の経済性について考察する。外部委託の規模の経済性とは、外注委託

が小規模の場合には製造原価を増加させるが、外注の規模がある程度まで増加すると製造原価を

削減させるということである。規模の経済性がある場合には、図表 5.5に示すように、製造原価

を最大にするような外注加工費率（変曲比率）が存在する。分析の結果、これに該当する業種は、

化学工業、その他製造業、その他輸送機器化学工業、その他製造業、その他輸送機器業界である

（1 次の外注加工費率の係数が 5%有意水準で正、かつ 2 次の外注加工費率が 5%有意水準で負と

なった業種）。それぞれの業界における外部委託費率の平均値は、化学工業 7%、その他製造業 14%、

その他輸送機器化学工業 15%であった。そして、それぞれの変曲比率は、化学工業 46%、その他

製造業 82%、その他輸送機器化学工業 50%であった。以上より、この 3つの業種について、平均

値より変曲比率のほうが高いことがわかった。したがって、前述した条件のように、リスクなど

の因子を考慮しない場合、現在より外部委託を増加させれば、製造原価の費用削減に貢献するよ

うになることを示唆している。 
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    最後に、特徴的な業種（製薬業界）を詳しく考察する。本研究では、特徴的な業界とし

て全製造業において製造原価率平均が一番低い製薬業をとりあげた。製薬業界において、外部委

託の利用にコスト削減がどのように影響を与えているのか、特に見てみたい。 

分析結果では、図表 6.9にあるように、1次の外注加工費率の係数は 5%有意水準で正であり、変

曲比率の存在も確かめられなかった。つまり、製薬業界において、外部委託の増加は当期製造原

価を増加させていることを示唆している。 

 

図表 6.4 16業種の分析結果 

 

出所:筆者作成 
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図表 6.5 16業種の分析結果 

出所:筆者作成 

図表 6.6符号の説明 

符号 業種 

負（5%有意水準） 電気機器、繊維、ゴム、パルプ・紙 

負（1%有意水準） 石油、鉄鋼業界 

 負（有意ではない） 

自動車･自動車部品、食品、 

非鉄金属及び金属製品 

出所：筆者作成 
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図表 6.7 最適比率 

業界名 外注加工比率平均値 最適比率 最適比率まで 

電気機器 0.130 0.153 ＋2％ポイント 

繊維 0.170 0.414 ＋24％ポイント 

ゴム 0.089 0.113 ＋3％ポイント 

出所：筆者作成 

図表 6.8 変曲比率 

業界名 外注加工比率平均値 変曲比率 変曲比率まで 

化学工業 0.066 0.455 ＋39％ポイント 

その他製造業 0.141 0.817 ＋67％ポイント 

その他輸送機器 0.151 0.501 ＋35％ポイント 

出所：筆者作成 
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６．３ 製薬業界の考察 

本研究では、製薬業界において外注加工費率が製造原価を増加させている結果について考察

する。ここでの着眼点は、製薬企業において、外部委託の利用が製造コストを増加させているに

もかかわらず、なぜ外部委託を行っているか、ということである。一般的に、企業が合理的であ

るならば、費用削減効果がないにもかかわらず外部委託を行うことは考えにくい。そこで、本研

究で用いている被説明変数に注目すると、当期製品製造原価を総資産で除したものである。分析

においては、この変数が減尐していることをもって、製造原価の減尐と解釈しているが、外部委

託は分母の総資産に大きく影響を与えている可能性がある。すなわち、外部委託にともない資産

を売却している場合、分子の製造原価以上に分母の総資産が減尐している可能性がある。この場

合、外部委託が製造原価削減に貢献しているにもかかわらず、被説明変数（製造原価／総資産）

は増加してしまう。具体的に、製薬業界の規制緩和と棚卸資産について説明する。2005 年 4 月

薬事法の改正により製造委託の全面解禁に伴い、企業がさらに収益性を図るために、工場・設備

の売却を行っており、戦略的に外部委託を利用するようになったのである。そこで、従来製薬た

めの設備を取得するのに、実施しなければならないバリデーション7ための設備固定費に関わる

コストが圧縮できるようになった。したがって、製薬企業が自社生産の変わりに製造外部委託が

増加している一方、膨大な有形固定資産がスリム化するようになったと考えられる。次に、棚卸

資産の減尐についてである。現在の製薬業界では、特許が切れると薬の値段が急速に下落すると

いう特徴がある。そのような状況下で利益を確保するため、特許の切れそうな薬の在庫を減らす

ことになっている。そのため、大量な棚卸資産が減尐することが起りうると言われている。以上

の理由から、製造原価と外注加工費率が正の相関となった可能性がある。 

また、アーンスト・アンド・ヤング（2010）によると、製薬業界において超過収益の創出に

繋げるために、外部委託することが珍しくないと言われている。製薬の生産活動は、有効成分の

製造工程である原薬製造と有効成分とその他の原材料を混合することにより、最終的な製品形状

とする製造工程に大別される。有効成分の製造工程においては高度な専門性が必要だが、その工

程さも外部委託することにより、より研究開発に資源を投入する（他者が行うことができない特

殊な製造技術を要する一部の場合を除く）。特に、規制緩和とマスターファイル制度*の設立後に

この傾向は顕著している。さらに、製薬業の経営企画部の従業員とインタービューをした。外部

委託の目的について、そもそも薬の製造は原価が低く、また特許を取得してから規模の経済性が

                                                 
7
 バリデーションとは、「工程や方法を科学的根拠・妥当性をもって設計し、それが初期の目的ど 

おり機能していることを検証すること」とされている。医薬品のように製品個々の品質チェック 

が不可能なものに対しては、製造工程の品質を保証することにより製品の品質を保証することにな 

る。薬事法が改正され、平成 6 年 4 月 1 日より、新規に開発される医薬品については、バリデー 

ションが実施されていなければ厚生省は申請を受付ないことになった。従って、製薬工場では 

バリデーションを実施した構造設備が必要となる。 
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働かなくても自社生産できる。しかし、命に関わる事業なので品質と安全を確保するため、新し

い薬を生産する際、作業環境の審査はかなり大きなコストをかけている。特に、製薬は多品種尐

量生産の特徴がある。近年、不況や製薬業の競争激化により、利益確保のために必須である研究

開発費に重点的に投資するため、生産部門のコスト削減も意識する必要が出てきた。実際に、2005

年における規制緩和のおかげで、外部委託の利用が増加しており、これから戦略的に外部委託が

増加していくと思われている。 

 

図表 6.9 製薬業界の結果 

 符号予想 係数 t値 

外注加工費率 - 0.188*** 3.204 

出所：筆者作成 
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７．まとめ 

本研究は企業が外部委託をすることにより、実際により低コストを実現できるのかを明らか

にした。「外部委託の増加により、従来自社生産の固定費を圧縮し、最終的に完成品の製品原価

を削減できる」という仮説については、全業種を対象とした分析について支持された。企業が外

部委託をすることにより、財務上低コストに貢献すると言える。 

また、「異なる業種によって、費用削減効果が異なる」という仮説については、16業種の追

加分析を行った結果、外部委託費が当期製造原価削減に寄与していたのは 6業種（電気機器、繊

維、ゴム、パルプ・紙、石油、鉄鋼）であり、外注加工費が当期製造原価に寄与していなかった

のは 6業種（化学工業、その他製造業、その他輸送機器、医薬、窯業、精密機器）であった。し

たがって、外部委託費が当期製造原価に与える影響は異なることがわかった。 

さらに、「外部委託をある程度まで増加させると、当期製造原価の削減効果がなくなり、逆

に原価を増加させる」という仮説に基づき、最適比率を算出した。最適比率については、全業界

における外注加工費率を現在より 14％ポイント増加させれば、さらにコスト削減できるとわか

った。16 業種において、最適比率が存在した業種（電気機器、繊維、ゴム）は、外注加工費率

を現在より増加させれば、更にコスト削減できるとわかった。一方、実際に電気機器とゴム業界

は最適比率に近い割合で外部委託を行っていること明らかにしたことで、電気機器とゴム業は積

極的に外部委託を行っていることわかった。負で有意となった業界（5％有意水準：電気機器、

繊維、パルプ･紙）の業種は労働集約的という共通点があることを踏まえると、Tomiura (2005)

とも整合的である。 

外部委託が製造原価削減に貢献しておらず、むしろコストを増加させている業種に関しては、

外部委託の規模の経済性を検証した。外部委託の規模がある程度まで増加すると、当期製造原価

を削減させることで、製造原価を最大にするような外注加工費率（変曲比率）が存在する業種が

あることがわかった。変曲比率については、化学工業、その他製造業、その他輸送機器業が、現

在の外注加工費率の業界平均が変曲比率より極めて低い。したがって、前述した条件のように、

リスクなどの因子を考慮しない場合、現在より外部委託を増加させれば、製造原価の費用削減に

貢献するようになることを示唆している。 

以上の結果から見ると、日本国内製造業が外部委託の利用により、費用削減の効果があるこ

とが部分的に証明された。この研究結果に基づき、日本の製造業に対して、外部委託の利用の判

断指標となり、外部委託の活用を積極的におこなうべきだと考えている。 
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ただし、業種により全ての業種において製造原価の削減に貢献するとは限らないことがわか

った。そのため、外部委託を利用する際、本研究で示した業種別の特徴･特性も踏まえながら、

外部委託のリスクを考える必要がある。 

本研究の限界として、次のようなことがあげられる。まず、データの制約上、製造原価明細

書の外注加工費を外部委託の指標として用いたが、企業によって外注加工費に計上している費用

の内容が異なる可能性がある。また、本研究では単体の財務諸表データを用いたが、単体データ

を使用する場合、企業がグループ外の企業に対して外部委託を利用しているのか子会社などのグ

ループ企業に対して委託を行なっているか区別できないことも問題点としてあげられる。更に、

外部委託の指標に単体製造原価明細書から外注加工費を総資産で除したものを用いている。考え

られるデメリットとして以下の 3点を示す。第 1に、分析においては、この変数が減尐している

ことをもって、製造原価の減尐と解釈しているが、外部委託は分母の総資産に大きく影響を与え

ている可能性がある。すなわち、外部委託にともない資産を売却している場合、分子の製造原価

以上に分母の総資産が減尐している可能性がある。この場合、外部委託が製造原価削減に貢献し

ているにもかかわらず、被説明変数（製造原価／総資産）は増加してしまう可能性がある。第 2

に、現在連結財務諸表が主流となっているため、経営者が連結データで経営判断し、意思決定を

行なっており、個別財務諸表では全体最適の意思決定が反映されていない可能性がある。単体の

分析結果から，外部委託の利用は費用を削減しているように見えるが、経営判断の指標とする際、

単体のデータからグループ全体の費用削減効果を検証できていない可能性がある。第 3に、単体

データの外注加工費はグループ内取引の場合、子会社の外注加工費は、社内の移転価格である可

能性が高いと考えられる。以上のことは今後の課題である。 

以上。 
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【付録１】分析結果（全業界） 
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【付録２】分析結果（電気機器業界） 
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【付録３】分析結果（繊維業界） 

 



- 36 - 

 

【付録４】分析結果(ゴム業界) 
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【付録５】分析結果（パルプ･紙） 
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【付録６】分析結果（石油業） 
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【付録７】分析結果(鉄鋼業) 
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【付録８】分析結果(自動車･自動車部品業界) 

 



- 41 - 

 

【付録９】分析結果（食品業界） 
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【付録１０】分析結果（製薬業界） 
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【付録１１】分析結果（化学工業） 
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【付録１２】その他製造業 
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【付録１３】分析結果（その他輸送機器業界） 
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【付録１４】分析結果（非鉄金属及び金属製品業） 
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【付録１５】分析結果（精密機器業） 
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【付録１６】分析結果（機械業） 
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【付録１７】分析結果(窯業) 
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